憲法28条の趣旨

Q「団結する権利＋団体交渉その他の団体行動をする権利」をどう捉えるべきか

※団体交渉を目的とするもので、団結行為や団体行為はその手段に過ぎないのか…
A憲法28条は労働者の生活利益を保護するものであり、労働者の生存の確保と経済的地位の向上を図るためにする、使用者以外に対する活動も保障している

　　①労働者の生存確保と経済的地位向上は使用者との団体交渉のみで実現することはできない

　　②労働基本権は人間の尊厳の理念の発現形態である

　　③団体行動をすべて団体交渉に従属させるのは条文の文言にそぐわない

就労請求権の有無

Q労働契約が有効に存在するのに使用者が賃金を支払ながらも就労を拒否した場合、労働者は現実に就労させるよう請求できるか

※労働は賃金獲得の手段に加え、それ自体が自己実現過程ともいえるが…
A特約がある場合／労務の性質上就労することに特別の利益を有する場合を除いて就労請求権は認められない

　　①労働契約は、労務提供と賃金支払が対価関係に立つ有償双務契約であり、労務提供は労働者の義務であって権利ではない
　　②労働の実現は、使用者の人格的／組織的受容に依存しており、法的に強制させることはできない
退職労働者の競業避止義務

Q労働者は労働関係終了後も競業避止義務を負うのか

※使用者にとっては競業避止義務を認める必要性は高いが…
A特約があり、特約が職業選択の自由（憲法22Ⅰ）の観点から合理性を有する場合に限って認められる

　　①労働契約終了後の競業行為の規制は、労働者の職業選択の自由（憲法22Ⅰ）を制限することになる

　　②退職後の労働者が、これまでのキャリアを活かしたいと考えるのは自然なことである

A合理性を有するかは、【1】制限目的（営業秘密の保護or顧客の確保）【2】制限する職種や地域の範囲【3】制限する労働者の範囲【4】制限の期間【5】代償措置の有無－などを考慮して、使用者の利益と労働者の不利益を比較考量して決するべき

A差止めを請求する場合には、【6】競業行為により使用者が営業上の利益を現に侵害されるorその具体的なおそれがある場合に限って認められる

　　①差止めは職業選択の自由を直接制限するものであり、労働者の不利益が大きい

労基法の「労働者」

Q労基法が適用される「労働者」（労基9）とはいかなる者を指すのか

※「使用されること」と「賃金を支払われること」が必要だが…

A指揮命令関係（人的従属性）の有無を中心に、経済的従属性や組織的従属性を加味して判断すべき

　　①9条には「使用される」とある

　　②労働契約においては、労働力という商品のみならず労働者の身体や人格をも使用者の支配下に置かれてしまうこと（人的従属性）のほか、協働労働関係の実現のための組織への組入れ（組織的従属性）、経済的に優位に立つ使用者の社会的権力性（経済的従属性）に特徴があり、労働法はこれら従属性のもたらす危険や弊害を除去緩和するのが目的である

A具体的には、指揮監督下での労働といえるか（【1】業務遂行上の指揮監督の程度【2】指示に対する許諾の自由【3】時間的場所的拘束性【4】労務提供の代替性）／労務の給付に対する報酬か（【5】報酬の性格＝拘束時間と比例するか）／事業者性を有していないか（【6】材料や器具の所有関係）／経済的な従属性がないか（【7】専属性の程度）などを総合して判断すべき

採用内定の法的性質

Q採用内定期間中の内定取消に解雇権濫用法理は適用されるのか

※濫用法理適用には内定時に労働契約の成立を認める必要があるが…
A内定通知の文言／採用手続／従来の取扱いなどから当事者の意思を合理的に解釈して決するべきであるが、新卒者の場合は原則として、就労の始期を大学卒業直後とし、それまでの間は誓約書など記載の内定取消事由に基づく解約権を留保した労働契約が成立したものと考えられ、解雇権濫用法理の適用を受ける

　　①内定通知を受けた者はその後の就職活動を放棄するのが通常であり、そのような期待は保護する必要がある

　　②損害賠償のみを認めても、採用内定者の地位が不安定なことに変わりはない

　　③企業による募集は労働契約申込みの誘引、これに対する応募は申込みであり、内定通知は申込みに対する承諾
試用期間の法的性質

Q試用期間終了後の本採用拒否はいかなる場合に認められるのか

※試用労働関係を本契約とは別個のものとみる見解もあるが…
A試用労働関係の法的性質は当事者の意思を合理的に解釈して決するべきであるが、原則として試用期間は本契約と同一の契約関係にあり、一定の制約の下で本採用拒否という形での解約権が留保されているに過ぎないと考えられ、本採用拒否という留保解約権の行使は、当初知りえなかった事実を知るに至った場合で、解約権留保の趣旨や目的から客観的に合理的で社会通念上相当な場合に限られる

　　①試用期間は業務見習い期間と位置づけられてほとんどが本採用され、勤続年数に加算されるのが実情

　　②採用内定から本採用に至るまで不安定な地位に置かれる労働者を保護する必要性が高く、採用内定により原則として就労始期付解約留保付労働契約が成立することとの整合性を図る必要がある

Q採用決定後の調査で知り得なかった事実が判明した場合でも認められるのか

※判例は認めるが…

A試用中の勤務状況などから具体的な職業能力に関して知り得なかった事実が判明した場合以外は、本採用拒否を認めるべきではない

　　①試用期間は適格性判断のための実験観察期間であり、身元調査の補充期間ではない

調査協力義務

Q使用者が行う他の労働者の職場規律違反事件の調査について協力する義務はあるのか

※労働者は企業秩序遵守義務を負うのか、負うとしてもいかなる範囲で負うのか…
A自己の労務提供過程、それに関連する範囲についてのみ調査協力義務を負う

　　①労務提供義務の履行には一定の共同作業秩序の遵守が不可欠であるから、労働者は労働契約に内包される付随的義務として企業秩序遵守義務を負っている

　　②企業秩序遵守義務は労務提供義務を履行するために求められるものであり、企業の一般的支配に服するものではない

懲戒権の法的根拠

Q独立対等な当事者間において、支配服従関係を想起させるような懲戒処分がなぜ行われうるのか

A労働者が労働契約において具体的に同意を与えているためである（契約説）

　　①労務提供義務の履行には一定の共同作業秩序の遵守が不可欠であるから、労働者は労働契約に内包される付随的義務として企業秩序遵守義務を負っている

　　②債務不履行責任を追及する手段として契約上、使用者には損害賠償請求権と解雇権が認められるが、安易にこれらを認めると労働者に著しい不利益を生じる場合があり、両者の調整として懲戒権を認める必要はある

③懲戒権が契約によって当然に生ずるとはいえない

経歴詐称と懲戒

Q経歴詐称は企業秩序違反として懲戒処分の対象となるか

※経歴詐称は契約締結前の事情であって契約無効／取消の対象となるだけで、秩序違反とは無縁とも思えるが…
A重要な経歴の詐称については懲戒処分が認められる

　　①労働契約は相互の信頼関係に基礎をおく継続的契約関係であるから、労働者は信義則上、労働力評価／適応性／企業秩序に関する事項について真実を告知する義務がある

　　②賃金や職種に結びつく重要な経歴の詐称は、適正な労務配置に支障を生じさせ、企業秩序をみだす

配転の法的根拠

Q同一企業内において職種や勤務地が長期にわたり変更される配転を使用者が一方的に行うことができるのか

A配転命令は職種や勤務地に関する労働契約上の合意の範囲内でのみ認められ、合意を超える配転には労働者の同意が必要である

　　①労働契約も契約であって一定範囲で労働義務を定めるのが原則であり、当然に包括的に認められるものではない

②使用者の配転命令は労働契約によって獲得した労務指揮権の行使にすぎない

Q配転命令が契約範囲内とされた場合、いかなる場合に濫用となるのか

※判例は「業務上の必要がない場合」のほか、「通常甘受すべき程度を著しく超える不利益がある場合」とするが…
A使用者の利益と労働者の不利益を比較考量して決するべきであり、単身赴任など労働者の不利益が大きい場合には、高度の必要性／配転期間の合理的限定／生活上の便宜供与などを総合考慮して判断すべき

　　①判例の基準は、労働者の配慮を欠き、労働者の家庭生活上の利益を軽視している

　　②労働契約においては、労働力という商品のみならず労働者の身体や人格をも使用者の支配下に置かれてしまうこと（人的従属性）に特徴があり、労働法は従属性のもたらす危険や弊害を除去緩和するのが目的である

出向の法的根拠

Q出向元との労働契約関係を維持しながら出向先の指揮命令に服して労務を提供する出向を行う場合、労働者にはいかなる程度の同意が求められるのか

A事前の同意がある場合、労働協約／就業規則に出向条項がある場合で、出向条件の具体的内容（出向先の労働条件／出向期間／復帰条件）が整備されて、労働者に配慮された内容であることが必要
　　①指揮命令権者の変更は重要な労働契約の変更であり、多くの場合は労働者に不利益をもたらす

　　②個別的同意を求める見解は、出向が人事制度として定着した実情にそぐわない

　　③採用時の包括的同意や、労働協約／就業規則の出向条項の存在のみでは、不利益を受ける労働者の保護に欠ける

　　

解雇予告義務違反と解雇無効主張

Q使用者が30日前の予告も予告手当ての支給もなく解雇した場合（労基20）、解雇は当然に無効となるのか

※判例は、「使用者が即時解雇を固執する趣旨でない限り30日経過or予告金支払」で解雇の効力が生じるとするが…

A労働者は解雇無効と予告手当ての請求を選択できる

　　①30日後に解雇の効力が生ずるとすれば、労働者が解雇を争わずに期間を経過した場合には、予告手当の請求が認められず、就労していない以上、賃金請求も認められないことになる
　　②労基20条を強行法規として解雇を絶対無効とすると、20条違反の解雇が有効であることを前提とする付加金制度（114条）と矛盾する
③労働契約は相互の信頼関係に基礎をおく継続的契約関係であるから、解雇の意思表示をした使用者の下に無理やり労働者をとどめることは必ずしも労働者の保護にはならない
　　④予告手当や付加金などの金銭賠償を欲する労働者の意思を重視すべきである
バックペイと中間収入の控除

Q解雇されてから解雇無効判決を得た期間に、他の事業所で働いて得た収入はバックペイから控除されるのか

※中間収入は「自己の債務を免れたことによって得た利益」（民536Ⅱ但書）
※バックペイからの控除は、賃金全額払いの原則（労基24）に反するように思えるが…

A平均賃金の6割を超える部分については、支給対象時期と時期的に対応する中間収入を控除できる

　　①副業以外の労働による収入は、債務免脱と相当因果関係を有する利益に該当する

　　②休業は使用者の責めに帰すべき事由に基づくものであり、その間に他の使用者の下で勤務するのは負担が重いのが通常であるから、償還されるべき中間収入には一定の限度を加える必要がある

　　③使用者の責めによる休業には平均賃金の6割以上の休業手当が保障されており（労基26条）、6割に達するまでの部分については利益控除の対象とすることを禁じていると考えられる

　　④6割を超える部分については、決済手段を簡便にするために、直接の控除を認める必要がある

　　⑤6割を超える部分の直接控除については、労基26条による別段の定めとして、賃金全額払いの原則には反しない（労基24但書）

整理解雇の正当性判断

Q使用者はいかなる場合に整理解雇を行うことができるのか

A【1】人員削減の必要性【2】解雇回避努力義務の履行の有無【3】被解雇者選定の合理性【4】手続の妥当性－を考慮要素とし、解雇権が濫用に当たるか否か（労基18の2）を判断すべき

　　①整理解雇は労働者に帰責性がなく、専ら経営者の都合による解雇であり、正当性判断は厳格に行うべき

　　②整理解雇も解雇の一類型であるから、濫用の有無は具体的事情を考慮して総合的な判断で行うべき

変更解約告知

Q労働条件の変更や新労働契約締結のためにする解雇はいかなる場合に認められるのか

A就業規則の合理的変更では対処できない個別的労働条件について、【1】労働条件の必要性と相当性【2】当該手段をとることの相当性【3】手続の妥当性が認められる場合には、許される

　　①変更解約告知は労働条件変更のための解雇であるから、整理解雇の合理性に準じて、相当性を判断すべき
　　②整理解雇とは異なり、二者択一とはいえ労働者に選択権が与えられているから、整理解雇法理を若干緩和して判断すべき

　　③より穏健な手段である就業規則の合理的変更で対処できるのなら、それに従うべき
労働組合法の目的
Q労組法の目的（1条1項）において、「団結権の擁護」と「団体交渉の助成」のどちらを重視すべきか

※総じて「労働者の地位向上」であることに争いはないが…

A団結およびそれによる労働者の地位向上の保障が労組法の目的である

　　①労組法の基本方針は憲法28条の趣旨を具体化したものである

　　②労働者の生存の確保や経済的地位の向上は、使用者との団体交渉のみによって実現するものではなく、憲法28条は団結権の保障を中心目的とした規定と解すべき

労組法2条本文と但書

Q労組法上の労働組合は「労働者が主体となって自主的に経済的地位向上を目的とする団体」（本文）を指すが、但書1号（監督的地位など利益代表者の参加）、2号（経理上の援助）の除外規定に該当する場合も、法適合組合として認められうるのか

※1号、2号を自主性の判断要素（例示）に過ぎないとして実質的に判断すべき見解もあるが…

※3号（福利のみ目的）、4号（政治運動目的）は当然の帰結であることに争いはないが…

A本文の「自主的に」は実質的独立性ではなく制度的独立性を意味し、1号、2号は「自主的に」の要件を加重する特別の要件であって、これが欠ける場合は認められない

①自主性の実質判断は困難である

②実質的に自主性があっても1号／2号に該当するものは常に御用組合化する契機を含んでおり、労組法はこのような事態を防止するために労組法上の特別の利益や保護を与えない趣旨と解すべき

ユニオンショップ協定の有効性

Qユニオンショップ協定は有効か

※労働者の「団結しない自由」を解雇の脅威をもって制約する側面があるが…（任意団体性や勤労権の問題も…）
A労働者の組合選択の自由／他の組合を団結する自由を侵害しない限り有効

　　①使用者との関係における経済的地位の向上の実現は団結によって初めて実現する

　　②団結を阻害せずに団結しない自由を達成することはできず、28条は積極的団結権を消極的団結権よりも価値的に優位であることを承認している

　　③企業別組合が大多数であり他企業での就職が可能である以上、勤労権の侵害とまではいえない

組合除名の無効とユ・シ解雇の効力

Q労働組合の行った除名が無効の場合、ユ・シ協定に基づく解雇は無効か

※使用者は除名の効力を調査できないにもかかわらず不利益を負わせられることになるが…
A無効

　　①ユ・シ協定上の解雇義務がない以上、客観的に合理的理由を欠き社会通念上相当として是認できない

　　②使用者はユ・シ協定締結時にリスクを引き受けたといえ、除名の有効性が怪しければ協定違反を覚悟して解雇要求を拒否できるから、使用者に不利益を負わせても不合理とはいえない

チェックオフ協定と規範的効力

Q個々の組合員がチェックオフの中止を求めた場合には、使用者はこれを中止しなければならないか

※チェックオフは個別の支払委任契約に過ぎないが…
A組合規約にチェックオフの規定があり使用者とのその協定が結ばれている限り、労組法16条により個々の組合員を拘束し、個別に中止を求めることは許されない

　　①チェックオフは、組合と組合員がそれぞれ組合費の取立てと支払を使用者に委任するものである

　　②組合費納入義務は組合員としての基本的義務であり、チェックオフは組合の統制権の範囲内にある

　　③チェックオフは団結権の維持強化に重要な役割を果たしており、拘束力を認める必要性は格段に高い

使用者による組合事務所返還請求

Q貸与してきた組合事務所を使用者側が請求した場合に返還に応じる義務があるのか

※使用貸借であればいつでも返還請求できるが…（民597）
A使用者が施設を業務のために使用する必要が高くand代替施設を提供した場合でなければ、明渡請求は権利の濫用であり私法上無効である

　　①組合事務所は組合活動の基盤として重要なものであり、使用貸借とすれば著しく組合の保護に欠ける

　　②事務所貸与契約は、組合事務所としての機能を果たす上での最低限の広さを有し、その具体的指定や指定変更が使用者の裁量に委ねられている施設の一部として無償使用させる無名契約である

組合の分裂

Q組合の内部対立で複数組合に分裂した場合、新組合が旧組合に財産分割を請求できるのか

A旧組合の内部対立によって統一的な存続や活動が極めて高度かつ永続的に困難となった事態が生じない限り、原則として組合員の脱退と新組合の結成として処理すべき
　　①組合財産は過去の組合員の拠出によって蓄積されたものであり、分割を認めなくとも不公平ではない

　　②旧組合が統一組織体としての機能を有する限りは、集団脱退にほかならない

争議参加者の賃金請求権

Q争議行為の参加者はなぜ賃金請求権を喪失するのか

A労働債務の履行がないから（ノーワーク・ノーペイの原則）

　　①賃金請求権は労務提供がなされて発生するものである（民623、624）

賃金カットの範囲

Q争議行為の参加者は、予定賃金額からスト期間中の賃金のほか、諸手当や一時金もカットされるのか

A労働協約／就業規則／労働契約や慣行から当事者の意思を合理的に解釈し、ストにより欠勤しても差引かない部分が設けられているか否かで判断すべきだが、原則として、労務提供の対価ではなく従業員たる地位に対応する保障的部分についてはカットしないという合意があったとみるべき

　　①賃金カットの問題は契約解釈の問題である

　　②従業員たる地位に対応する保障的部分は、従業員に対する生活補助費たる性質を有する

争議行為の正当性－政治スト

Q政府や議会に対して立法や施策の実現／中止を求めるためになされるストライキは正当な争議行為といえるか

※政治ストは使用者が団体行動を通して処理できない要求を掲げるものだが…
A団結権／団体行動権／労働条件に関係するストは憲法28条によって保障される

①憲法28条は労働者の生活利益を保護するものであり、労働者の生存の確保と経済的地位の向上を図るためにする使用者以外に対する活動も保障していると考えるべき
②争議権を団体交渉との関係のみで把握するのは団結権保障の目的に照らして不当に狭い

争議行為の正当性－ピケ

Qストの維持強化のために労務を提供しようとする労働者／業務遂行を試みる使用者に対して、見張りや呼びかけなどで働きかけを行う場合、いかなる働きかけが正当な行為とされるのか

※「暴力」は当然に許されない（労組1Ⅱ）が…
※判例は「平和的説得」を基準とするが…
Aいかなる種類の業務がピケとの関係で法的保護を受けるか具体的に検討すべき

　　①平和的説得の範囲内であれば正当な行為に当たるのは、言論の自由（憲21条）から当然である

　　②使用者の業務を積極的に妨害できないのが原則ではあるが、平和的説得を超えるものを一律に不当とすると、ピケを争議行為として認める意義はほとんどない

A非組合員や下請業者に対して元来の業務に就かせないために行われる場合／顧客に対して立ち入りを拒むために行われる場合には、言論による平和的説得に限られる

　　①非組合員などの本来業務は、ストライキの対象外の業務である

Aスト労働者の代替労働を阻止するために行われる場合／組合員の裏切り阻止のために行われる場合には、ピケライン通行者の自由意思を抑圧せず物理的にも阻止されない程度であれば、示威を伴ったものも許される

　　①代替労働などの業務は、ストライキの対象とした業務であり、それを阻止しない限りストが実効性を持たない場合もある

組合活動の正当性－リボン闘争

Q組合活動の一環としてなされるリボンや腕章を取り外すよう求める使用者の命令は有効なのか

※判例は職務専念義務を「肉体的精神的を問わず全ての活動力を職務に集中すること」と捉えるが…
A業務を阻害する具体的なおそれがない限り、労働時間中になされる組合活動も正当性を有する

　　①就業時間中には職務以外のことに一切注意を向けてはならないとすれば、労働者の使用者に対する全人格的従属を認めることとなり、労働者の人格の独立性を無視した不当な事態を生む

　　②職務専念義務は、債務の本旨に従った労務を提供する義務を指すに過ぎない

組合活動の正当性－ビラ貼り

Q企業施設を利用するビラ貼りは正当な組合活動といえるのか

※判例は使用者の施設管理権を認め、濫用とならない限り使用者の許諾を求めるが…
A許諾を得ていない場合であっても憲法28条の趣旨から、労働組合の利益（ビラ貼りの必要性）と使用者の業務運営上／施設管理上の不利益を比較考量し、前者が上回る場合には違法性を有せず正当な組合活動と評価すべき

　　①憲法28条が保障する団結権や団体交渉権は、その性格や構造から、使用者の諸権利に対する一定の制約の契機が内在しているといえる

　　②使用者が施設管理権を有することは事実であるが、使用者の許諾のない施設利用であっても憲法で保障された人権の行使として当該組合活動を正当と判断する余地はある

使用者のロックアウト権

Q使用者が争議行為に対抗するために労務の受領を集団的に拒絶したり、事業場から労働者を集団的に締め出したりした場合、使用者は労務の提供ができなかった非参加者に賃金支払義務を負うのか

A労働者の業務阻害行為により使用者が著しく不利な圧力を受ける場合には、労使の勢力の均衡を回復するための対抗防衛的手段として相当性を有する限り、使用者にも争議権としてのロックアウト権が認められ、賃金支払義務を負わない

　　①憲法28条の保障する争議権は労使対等を目的とするものであり、「衡平の原則」に立脚する

不当な争議行為と組合員の民事責任

Q正当性のない争議行為について、組合員個人が債務不履行or不法行為による損害賠償責任を負うのか

A債務不履行責任については損害全体に対する連帯責任ではなく、各自の労務停止に起因する損害についてのみ責任を負う。不法行為責任については団体とともに個人責任を負うが団体責任に対して附従性と補充性を有する責任に限定される。
　　①争議行為が集団的行為によってのみ実現できるにしても、当然に実行行為者たる個人の責任を否定することにはならない

　　②争議行為に正当性が認められない以上、個人が債務不履行責任ないし不法行為責任を負うのは契約法や不法行為法から否定できない
　　③損害全体は個々の債務不履行が積み重なって組織・集団化することによって初めて生じるものである
　　④違法争議行為が組合員の多数決によりなされた場合は正規の組合行為として行われたものである
争議行為と使用者の債務不履行責任
Q使用者と契約関係にある第三者が争議行為によって損害を受けた場合、ストライキ免責約款がなければ使用者に対して債務不履行責任を追及できるのか

※争議は内部問題に過ぎず、労働者が履行補助者であれば第三者は債務不履行責任を追及できることになるが…
A使用者が不当労働行為によって争議行為を惹起させたような「使用者の責めに帰すべき事由」が認められる特段の事情がない限り、使用者は債務不履行責任を負わない

　　①争議労働者は使用者の指揮命令から離脱しており、信義則上使用者の故意過失と同視できる履行補助者ということはできない
　　②争議行為は憲法28条で保障された人権であるから、争議行為は不可抗力ないし外部的事情であって「使用者の責めに帰すべき事由」とはいえない
集団的労働関係における「使用者」
Q親会社や派遣先企業も、労働組合法上の使用者（6条、7条）といえるのか

※一般には労働契約上の雇用主が使用者だが…

A不当労働行為禁止規定によって規制を受ける使用者は、労働者の基本的労働条件について部分的とはいえ雇用主と同視できる程度に現実的かつ具体的に支配／決定できる地位にある者をいう

　　①不当労働行為救済制度の目的は、団体交渉その他の団体行動のために組合を組織運営することを擁護し、労働協約の締結を主目的とした団体交渉を助成することにある（労組1Ⅰ）

団体交渉応諾仮処分申請
Q正当理由なしに団交拒否された労働組合は、裁判において「団体交渉に応ぜよ」という団体交渉応諾の仮処分申請が認められるのか（被保全権利として私法上の団体交渉請求権が認められるのか）
A団体交渉応諾仮処分は認められないが、団体交渉を求めうる地位そのものが否定されている場合にはその地位の確認請求は認められる

　　①労働者は憲法28条ないし労組法7条2号により団交を求めうる法的地位は有している

②団体交渉請求権を認めるには、「誠実な交渉」の具体的な内容を特定することが必要であるが、給付内容は労働者の態度やその時々の状況によって左右される相対的流動的なものであり、特定は極めて困難である
　　③間接強制は実効性があるか疑問である
労働協約の法的性質
Q労働協約にはなぜ規範的効力という特殊な効力が与えられているのか
※労働協約それ自体が法規範であり労組法の規定がなくとも当然に認められるのか…

A労働者保護と労使関係の安定から政策的に労組法16条によって与えられるものである

　　①労働協約を法規範と扱うことができる根拠がなく、企業別労働協約に横断的規範としての側面はほとんどない

　　②労働協約は労働組合と使用者との契約である

解雇協議条項と規範的効力

Q解雇前の組合との事前協議などを定めた解雇協議条項は規範的部分に含まれるのか

A「労働条件その他の労働者の待遇に関する基準」（労組16条）であり、解雇協議条項違反の解雇は当然に無効

　　①解雇は労働者にとって最大の待遇の変更であり、最も重要な労働条件である

　　②規範的効力を有するとみるのが当事者の意思にも合致する

方式を欠いた労働協約

Q労組14条に規定された書面の作成や署名を欠いた労働協約はいかなる効力を有するか

A規範的効力は認められないが、民事上の契約として効力を有する

　　①労働協約の本質は労働組合と使用者の契約である

　　②規範的効力は労組16条によって与えられる以上、規範的効力を認めることはできない

労働協約と有利原則

Q労働協約の基準を上回る労働契約は無効となるのか

A組合員間の対立や組合の弱体化につながらない特別な合理性を有する場合を除いて無効である

　　①企業別交渉においては、協約化するのは現実の労働条件であって最低基準ではない

　　②労基法93条は「達しない」とあるが、労組16条は「違反する」とある

　　③有利な労働契約を認めると組合の切り崩しを招くおそれがある

新労働協約による不利益変更

Q新しい労働協約によって従来の労働条件を不利益に変更することはできるのか

A原則として変更できるが、組合員の一部に重大な不利益が及ぶ場合には内容が合理的かつ慎重な手続がなされることを要するし、個人の意思が尊重されるべき事項については労働協約によって制限できない

　　①団体交渉は取引（ギブ＆テイク）であり、労働協約は有利なものと不利なものが一体的に規定されうる

　　②有利不利の判断は困難であり、それ自体は不利益でも長期的には利益となるものもある

相対的平和義務の根拠

Q相対的平和義務は協約上の明文規定や当事者の合意がなくとも成立するのか

A当事者間の明示黙示の合意によって成立する

　　①合意のないところに義務を設定することはできない

　　②労働協約の平和維持機能は二次的なものであり、当然に平和義務が導かれるものではない

未組織労働者に対する不利益変更協約

Q労組17条により新しい労働協約による不利益変更は未組織労働者にも及ぶのか

A原則として及ぶが、著しく不合理とみられる特段の事情がある場合には及ばない

　　①労組17条の趣旨は、労働条件の統一／団結権強化／公正妥当な労働条件の実現にある

　　②団体交渉は取引（ギブ＆テイク）であり、労働協約は有利なものと不利なものが一体的に規定されうる

　　③有利不利の判断は困難であり、それ自体は不利益でも長期的には利益となるものもある

　　④未組織労働者は労働組合の意思決定に関与する立場になく、労働組合も未組織労働者を擁護するために活動する立場にない

労働協約の終了

Q労働協約が終了して新たな協約が締結されるまでは、いかなる基準が適用されるのか

A旧労働協約の内容が労働契約の内容となり効力が維持される

　　①規範的効力は労組16条によって与えられるものであり、余後効を認める規定はない

　　②労働協約は標準的定型的な基準であり、労働契約の内容となると考えるのが労組16条の文言に沿う

不当労働行為救済制度の目的

Q不当労働行為救済制度の目的は何か

A団結権の保障を担保し、その上に確立されるべき公正な労使関係秩序の確保を図るための制度

A労組7条各号は憲法で保障された団結権を侵害する行為を類型化したものであり、不当労働行為は私法的効力がある

不当労働行為意思

Q不利益取扱いにおける「故をもって」「理由として」は、不当労働行為意思を指すのか

A不当労働行為意思が必要

　　①不当労働者の原因となる行為は労働者の行為であり、結果となる行為は使用者の行為であるから、その因果関係は客観的なものではありえず、使用者の主観的態様を問題とせざるを得ない

　　②行為を非難するには主観的な帰責事由が必要

不当労働行為意思と理由の競合

Q不当労働行為意思と正当な意図が並存する場合、不当労働行為意思は認められるのか

A正当な組合活動がなければ不利益取扱いがなされなかったであろうという程度の相当因果関係があれば、不当労働行為意思があるものとみて不当労働行為が成立する

　　①決定的な原因を基準とするのは不明確であり、労働者側に過大な立証の負担が課される

大量観察方式の可否

Q多数組合員に対して低査定がなされた場合、労働委員会はいかに審査すべきか

A平均的な査定を比較して格差が是認され、使用者の不当労働行為意思も認められる場合には、不利益取扱いに該当すると推定され、格差に合理性があることを使用者側が反証しなければならない

　　①人事考課や査定は企業内部の手続であり、労働者側に個々の不当性を立証させるのは多大の困難を強いる

真正解散と救済方法

Q真正解散が不当労働行為に当たる場合、いかなる救済命令を出すべきか

A清算会社が存続している場合は、清算人を相手取り、原職復帰やバックペイが可能

　　①使用者は会社を解散する自由（憲22／29）を有しており、事業再開を命じることはできない

救済命令と中間収入の控除

Q労働委員会はバックペイを命じる場合に中間収入を控除する必要があるのか

A個人的被害の救済という観点と、組合活動に対する侵害の除去という観点から総合的に判断してなすべき
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